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平成２０年３月３１日

独立行政法人土木研究所

平成２０年度の独立行政法人土木研究所の業務運営に関する計画

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条の規定に基づき、国土交通大臣及び

農林水産大臣の認可を受けた平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間における

独立行政法人土木研究所（以下「研究所」という。）の中期目標を達成するための計画（以下「中期

計画」という。）に基づいた平成２０年度の研究所の業務運営に関する計画（以下「年度計画」とい

う。）を以下のとおり定める。

１．質の高い研究開発業務の遂行、成果の社会への還元（国民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置）

（１）研究開発の基本的方針

①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

中期計画に示す１７の重点プロジェクト研究については、北海道開発局からの技術開発等の業務の

移管や、既設構造物の適切な維持管理の推進など新たな社会的ニーズを踏まえ、関連する重点プロ

ジェクト研究を拡充し、別表－１のとおり重点的かつ集中的に実施する。

なお、平成２０年度中に社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認められる課題が

発生した場合には、当該課題に対応する重点プロジェクト研究を立案し、内部評価委員会及び外部評

価委員会による評価を受けて速やかに実施する。

また、別表―２に示す課題を戦略研究として、重点的かつ集中的に実施する。

重点プロジェクト研究及び戦略研究に対して、平成２０年度における研究所全体の研究費のうち、６０

％以上を充当し、研究成果について、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等の事業に反映させ

るよう努める。

また、北海道開発局から移管された技術開発等の業務を含め、研究開発の遂行にあたり、つくばと

札幌の研究組織の適切な連携・交流を引き続き推進する。

②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究開発の計画的

な推進

平成２０年度に実施する研究開発課題について、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画、

北海道総合開発計画、食料・農業・農村基本計画、水産基本計画等や社会資本の現状を踏まえた行

政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の目的・範囲・目指すべき成果・研究期間・研究過程等の目

標を示した実施計画書を策定し、別表―３に示すように計画的に実施する。

長期的観点からのニーズを様々な手段により把握し、把握したニーズを考慮して、将来の発展の可

能性が期待される萌芽的研究開発を積極的に実施する。さらに、現状の技術的な問題点を整理し、将

来の技術開発方向を検討するなど、長期的観点からのニーズを的確に把握する。

また、北海道開発局から移管された技術開発等の業務を含め、研究開発の遂行にあたり、つくばと

札幌の研究組織の適切な連携・交流を引き続き推進する。

（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組

国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等から、事業実施における技術的問題の解決のために
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必要となる試験研究を受託し、事業実施機関と綿密に連携して実施し、十分な研究成果を委託者に確

実に提供する。

（３）他の研究機関等との連携等

①産学官との連携、共同研究の推進

国内における民間を含む外部の研究機関等との積極的な情報交流や土研コーディネートシステム等

を通じて寄せられる技術相談等をもとに、過年度から実施しているものも含めて共同研究を８０件程度

実施する。なお、共同研究の実施にあたっては、さらに質の高い成果が得られるように、実施方法・役割

分担等について検討を行い、最適な実施体制の選定に努める。

海外の研究機関との共同研究については、相手機関との間での研究者の交流、研究情報交換等を

より推進する。また、天然資源の開発利用に関する日米会議（ UJNR ）耐風・耐震構造専門部会合同部

会や、水災害・リスクマネジメント国際センター（ ICHARM ）の活動に関連した国際会議・ワークショップ

を主催・共催する。

②研究者の交流

研究者の交流を図るため、交流研究員制度等を活用し、民間等からの研究者の受入れや専門家の

招へいを実施するとともに、大学等との人事交流に努める。

JSPS フェローシップ制度や外国人研究者招へい制度等を活用して、海外からの研究者を積極的に

受け入れるとともに、在外研究員派遣制度や他機関の制度等を活用して、若手研究者の外国研究機

関への派遣を推進する。

また、公募による外国人研究者の確保を引き続き積極的に推進する。

（４）競争的研究資金等の積極的獲得

科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費、科学研究費補助金等の競争的研究資金につい

ては、研究資金の獲得に向け、大学をはじめとした他の研究機関とも密接に連携を図り、積極的かつ重

点的に申請を行う。

また、イントラネット、メール等による各種競争的研究資金の募集についての所内への周知や、申請

にあたっての所内ヒアリングを通じた申請内容に対する指導・助言を行う。

（５）技術の指導及び研究成果の普及

①技術の指導

独立行政法人土木研究所法第１５条による国土交通大臣の指示、あるいは国土交通省、地方公共

団体等からの要請に対し、防災業務計画に基づき災害時の対応を迅速かつ確実に実施する。また、国

土交通省、地方公共団体等からの依頼を受け、土木技術全般に係る技術指導を積極的に実施する。

さらに、国土交通省、地方公共団体、公益法人等からの要請に基づき、技術委員会への参画を行う

とともに、北海道開発局からの技術開発等の業務移管も踏まえ、事業実施の際の技術的課題へのより

広範な指導・助言を行い、研究成果の普及を図るため、研修・講習会の開催等を推進する。

②研究成果等の普及

ア）研究成果のとりまとめ方針及び迅速かつ広範な普及のための体制整備

研究所の研究成果は、逐次、土木研究所報告、土木研究所資料、共同研究報告書、月報等の刊行

物としてとりまとめ、積極的に公表する。特に、重点プロジェクト研究等については、その成果を報告書

としてとりまとめ、公表する。
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研究所がこれまで刊行した出版物、学会誌に発表した論文、取得特許等について、研究所ホームペ

ージ上で提供する情報を充実させる。ホームページでの情報提供にあたっては、ユニバーサルデザイ

ンに配慮しつつ、利用者の利便性の向上を図る。

研究所講演会等の研究成果報告会については、北海道開発局から移管される技術開発等の業務を

含め統合効果を発揮させながら、講演内容を吟味し、東京と札幌において実施する。さらに、共同研究

等によって開発した新技術の発表会（新技術ショーケース）を東京、札幌及び他の都市において共同

研究者の参画も得て開催する。また、科学技術週間（４月）、国土交通 Day （７月）、土木の日（１１月）の

行事の一環等により、一般市民を対象とした研究施設の一般公開をつくばと札幌において実施する。

なお、講演会や一般公開等の実施にあたっては、前年度までにアンケート等において寄せられた意見

を踏まえ、開催時期や講演テーマ、アナウンスの方法等を再考し、より効果的な情報発信となるよう発展

させる。

研究所の研究成果、研究内容、将来課題等の認知・理解・共感を得るため、現存する資料館の展示

資料において、展示内容の検討を進める。

イ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等

研究開発や技術指導等から得られた成果については、行政による技術基準の策定やその関連資料

の作成、国、地方公共団体、民間等が行う建設事業や業務等に関連する技術資料の作成に反映され

るようとりまとめ、関係機関に積極的に提供する。

ウ）論文発表、メディア上での情報発信等

研究開発の成果については、論文としてとりまとめ、学会等に発表するほか、査読付き論文として国

内外の学会誌、論文集、その他専門技術雑誌に積極的に投稿することにより周知・普及を図る。

また、研究所の広報に関する計画を策定し、特に主要な研究開発成果については、積極的にメディ

ア上への情報発信を行うとともに、大規模な実験等についても随時公開することにより外部へのアピー

ルに努める。

エ）研究成果の国際的な普及等

職員を世界水フォーラム（ WWF ）、世界道路会議（ PIARC ）等の国際会議や国際標準化機構の委

員会に参加させ情報収集を行うとともに、研究成果の発表・討議等を通じて研究開発成果の国際的な

普及を図る。

また、独立行政法人国際協力機構（ JICA ）等の枠組みを活用した研修を通じて開発途上国の研究

者に指導を行うとともに、帰国後のフォローアップ活動の充実に努める。

さらに、同機構の専門家派遣制度、国土交通省等からの要請等を通じて諸外国における災害復旧を

含めた各種技術調査・指導を実施し、我が国の土木技術の国際的な普及を図る。

③知的財産の活用促進

研究成果に関する知的財産権については、外部専門家の活用及び研究所の内部審査制度により特

許等の出願から登録、維持管理を適切かつ効率的に行うとともに、知的財産の活用促進にあたって

は、つくばと札幌に横断的に組織された技術推進本部において、情報の共有化、成果普及活動の連

携を一層図り、特許等の実施権取得者数の増加に努める。

また、新技術情報検索システムの内容を引き続き充実させることにより、研究所が開発した技術が活

用されやすい環境を整える。
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④技術の指導及び研究成果の普及による効果の把握

技術の指導及び研究成果の普及により生じた社会的効果について、国や地方公共団体等の事業実

施機関へのヒアリング調査等の追跡調査により把握し、可能なものについては数値化を試行し、とりまと

めて公表する。

（６）水災害・リスクマネジメント国際センターによる国際貢献

水災害・リスクマネジメント国際センター（ ICHARM ）においては、平成１８年度に策定したアクション

プランに基づき、世界の水関連災害の防止、軽減のための研究・研修・情報ネットワーク活動を一体的

に推進する。その際、国内外の関連機関及び研究プロジェクト等との積極的な連携及び国際公募によ

る外国人研究者の確保に引き続き努める。

また、９月に第二回国際諮問委員会を開催し、これまでの活動成果を報告するとともに、委員各位か

らの助言をふまえて「 ICHARM Strategies and Action Plan for 2008-2010 」を策定する。

（７）公共工事等における新技術の活用促進

国土交通省が進める新たな公共工事等における技術活用システムに対し、研究所内に組織した新

技術活用評価委員会において、民間からの申請技術に対する技術の適用性・経済性・安全性・耐久性

などの技術的事項の事前確認を行うとともに、難易度の高い技術については当該技術の試行結果に係

る評価のための確認を行う。更に、国土交通省の地方整備局、北海道開発局等が設置する新技術活

用評価会議に職員を参加させること等により、国土交通本省、地方整備局、北海道開発局等と緊密に

連携し、円滑な運用に貢献する。

（８）技術力の向上及び技術の継承への貢献

国土交通省等における技術力を維持し、また適切に技術の継承を行うため、国土交通省等との人事

交流等により受け入れた技術者を戦略的に育成する。

また、社会資本整備に関する技術力の向上及び技術の継承に貢献するため、講習会等を通じた外

部への技術移転や関連する技術情報の効率的な活用・適切な形での提供等の活動を進める。

さらに、地方公共団体、公益法人等からの要請等に基づき技術相談を実施し、また、依頼研修員制

度等により若手研究者を受け入れ、育成することにより、地域の技術力の向上に寄与する。

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（１）組織運営における機動性の向上

①再編が容易な研究組織形態の導入

機動性の高い柔軟な組織として研究領域毎に設置した研究グループ体制の下で、効率的な研究及

び技術開発を行う。特に、複数の研究グループが連携して行う重点プロジェクト研究においては、柔軟

な組織制度の特色を活かし、プロジェクトリーダーの下、横断的・効率的な研究開発を推進する。また、

これ以外の分野横断的な研究課題についても、関連する研究チームが積極的に連携し、必要に応じ

研究ユニットを形成し、研究開発を実施する。

②研究開発の連携・推進体制の整備

国土交通省地方整備局や北海道開発局等の事業実施機関や民間を含む外部研究機関との連携強

化、新技術をはじめとする研究成果の普及を図るため、従来からの土研コーディネートシステム等の技

術相談窓口について、北海道開発局から移管された技術開発等の業務に関する相談機能を充実さ

せ、関係機関へ周知する。



- 5 -

知的財産の取得・活用を図るためのサポート体制としては、つくばと札幌に横断的に組織した技術推

進本部が連携して活動し、戦略的な普及に努める。

③研究組織の再編

社会的ニーズに応じた研究組織の再編を行うこととし、平成１９年１２月２４日に閣議決定された「独立

行政法人整理合理化計画」を踏まえ、構造物の予防保全の推進のための研究開発や技術の指導等を

特に重点的に推進する構造物メンテナンス研究センターを、既存の研究組織を統合した上で設置す

る。

また、北海道開発局から移管された技術開発等の業務を適切に実施するため、積雪寒冷地を対象と

した技術開発の推進、指導、助言、研究成果の普及を行う寒地技術推進室等を設置する。

（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築

研究評価要領に基づき、研究課題の評価を実施する。

平成２０年度においては、平成１９年度に終了した課題の終了時の評価（事後評価）、平成２１年度か

ら開始する課題の開始時の評価（事前評価）及び事前・事後以外にも必要に応じて中間段階の評価

（中間評価）を実施する。委員会における評価結果は、研究所のホームページにおいて速やかに公表

する。

なお、研究評価の結果が、その後の研究開発に反映されるよう、研究計画の見直し、予算配分への

反映を含め、研究評価結果のフォローアップに努めるとともに、継続課題や平成２０年度から開始する

研究課題については、平成１９年度の内部・外部評価での指摘・助言を反映させ、的確な研究の実施

に努める。

また、研究者個々に対する業績評価については、研究者の意欲向上を促し、能力の最大限の活用

を図るため試案の試行・検討を引き続き行う。

（３）業務運営全体の効率化

①情報化・電子化の推進

インターネット、イントラネット、メール等の情報システム環境について、セキュリティ強化および機能の

向上を引き続き推進する。外部向けホームページの各項目内容を充実するとともに、研究開発成果デ

ータベースを活用し、文書の電子化・ペーパーレス化、情報の共有化を進め、業務の効率化を図る。

特に、つくばと札幌の間における定例会議や運営会議等に際しては、テレビ会議システムを使うなど

して効率的に実施する。

さらに、「業務効率化検討会」に職員から報告・提案のあった業務改善について、イントラネットを使い

周知し、情報を全員で共有することにより、一般事務部門における事務処理の簡素・合理化の普及、啓

発を図り、業務の一層の効率的執行を促進する。

②アウトソーシングの推進

庁舎管理業務、研究施設の保守点検業務、清掃業務等については、効率化の観点から引き続き業

務を外部委託する。また、研究業務においても、定型的な単純業務については、これまでの実績も考慮

して外部委託を図り、効率的な研究開発に努めるとともに、高度な研究を行うための環境を確保する。

さらに、研究開発に当たり、研究所の職員が必ずしも専門としない研究分野の実験・解析等について

は、外部の専門家にその業務の一部を委託する、あるいは専門家を招へいするなど、限られた人員の

中で効率的かつ効果的に研究開発を推進する。



- 6 -

③一般管理費及び業務経費の抑制

業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付金を充当して行う業務については、

所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下のとおりとする。

ア）一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を前年度予算を基準として３％相当を削減す

る。

イ）業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ前年度予算

を基準として、１％相当を削減する。

なお、「随意契約見直し計画」の実施など随意契約の適正化の一層の推進を図る。

（４）施設、設備の効率的利用

研究所が保有している施設・設備の内容及び仕様等に関するデータベースの充実を図り、つくばと

札幌の相互利用を推進する。

主な施設について研究所による平成２０年度の利用計画を速やかに策定し、それを基に外部の研究

機関が利用可能な期間を早期に公表するとともに、利用計画に変更が生じた場合には、変更内容を公

表する。また、前年度に引き続き、外部機関の利用に係る要件、手続き及び規程（利用料等に係るもの

を含む。）を利用しやすい形で公表するとともに、専門誌等の所外メディアを利用した広報を行う。

朝霧環境材料観測施設について、一部廃止に向けた敷地利用の集約化に関する検討を行う。

３．予算、収支計画及び資金計画

（１）予算

別表－４のとおり

（２）収支計画

別表－５のとおり

（３）資金計画

別表－６のとおり

４．短期借入金の限度額

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、単年度１，１

００百万円とする。

５．重要な財産の処分等に関する計画

なし

６．剰余金の使途

中期目標期間中に発生した剰余金については、研究開発、研究基盤の整備充実及び成果普及に

使用する。

７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）施設及び設備に関する計画

本年度に実施する主な施設整備・更新及び改修は別表－７のとおりとする。
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（２）人事に関する計画

職員の採用については、長期的な観点から必要な人材の確保を図るため、国家公務員試験合格者

からの採用に準じた新規卒業者等からの採用に努める。ただし、非常勤の専門研究員の採用、定型的

業務の外部委託化の推進などにより人員管理の効率化に努める。また、国土交通省等との人事交流を

計画的に行う。

なお、人件費（退職手当及び北海道開発局からの業務の移管に伴う人件費等を除く。）については、

「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、前中期目標期間の最終年度（平成

１７年度）予算を基準として、３％相当を削減する。
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別表－１

２０年度に実施する重点プロジェクト研究

重点プロジェクト研究名

１．総合的な洪水リスクマネジメント技術による、世界の洪水災害の防止・軽減に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○途上国に適用可 ・人工衛星雨量データの地域毎の誤 ・衛星観測雨量データの誤差特性の解明

能な洪水予警報 差特性検証、および同データの洪 と同データの洪水予警報への利活用手

システムの開発 水予警報への利活用手法の検討を 法の提案

行う。

・これまでに開発した衛星降雨デー ・国内外流域における洪水解析システム

タを活用した洪水解析システムに の検証

ついて、国内外流域において精度 ・洪水解析システム改良版の提案

検証を行うとともに、操作性や計

算精度の向上を行い、普及を図る。

○途上国における ・平成１９年度から検討してきた途 ・地域のニーズに応じた洪水ハザードマ

洪水ハザードマ 上国における洪水ハザードマップ ップ活用方策の提案

ップ作成・活用 を避難、土地利用誘導、治水対策 ・衛星データによる低平地の地形再現精

技術の開発 の推進等に活用する方策について 度の検証

とりまとめる。また、地形標高デ

ータの要求精度が相対的に高いデ

ルタ地域等広範な低平地について、

衛星地形データを有効活用するた

めの処理手法を検討する。

○構造物対策と非 ・過去に大きな水災害を経験した地 ・ケーススタディ地域の水災害要因分析

構造物対策の組 域を対象として水災害に関する要 結果の整理と被害軽減策の提案

み合わせによる、 因分析を行い、被害軽減策を検討 ・ケーススタディをふまえた水災害要因

リスク軽減効果 する。さらに、地域・災害を特定 分析手法の整理とりまとめ

評価技術の開発 し、災害カルテの作成、被災要因

の仮説の設定と検証を行う。

・アジアモンスーン地域の特定都市 ・津波・高潮による災害リスク指標の提

域について、津波・高潮外力によ 案

る被害想定を行い、災害リスク分

析に基づく災害リスク指標化を検

討する。

・熱帯・亜熱帯地域に生育するマン ・海岸植生の津波被害軽減効果を活かし

グローブ等の海岸植生の津波被害 た津波対策手法の提案

軽減効果を活かした津波対策手法

を検討する。

・河川に侵入する津波の実用的な解 ・河川に侵入した津波の実用的な解析手

析手法を開発するとともに、複断 法の提案

面河道に浸入した津波の水理特性 ・複断面河道に侵入した津波の水理特性

の検討及び津波の入射に伴う氷板 の実験的解明とシミュレーションによ

の破壊と輸送現象のモデル開発に る再現

着手する。

○動画配信等ＩＴ ・洪水ハザードマップの作成手法を ・洪水ハザードマップ作成・普及のため

技術を活用した 解説する教材を作成するとともに の研修用教材の作成

人材育成用教材 その利用・活用方策の啓発教材の

の開発 作成に新たに取り組む。
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・本プロジェクトで開発を行った洪 ・洪水予報関連研修用教材の作成及び解

水予警報システムを用い、洪水予 説書等の整備

報を行うための計算技術を習得で

きる教材を作成する。

２．治水安全度向上のための河川堤防の質的強化技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○河川堤防の弱点 ・堤防の被災事例と地形・地質との ・基礎地盤と被災要因の関連性の評価

箇所抽出技術の 関連性を評価するとともに、弱点 ・「統合物理探査を用いた河川堤防内部構

開発 箇所抽出のための統合物理探査技 造探査の手引き」の完成・普及

術を実際の堤防調査に活用し、適 ・「河川堤防の弱点箇所抽出マニュアル

用手順・評価手法を確立する。ま （素案）」の作成

た、基盤の透水層分布などを考慮

した堤防安定度評価手法の適用性

について、解析・実験により検証

する。

○浸透・侵食に対 ・浸透強化対策及び樋門部空洞対策 ・「浸透に対する河川堤防の質的強化対策

する堤防強化技 が浸透流に及ぼす二次的影響を考 選定の手引き（素案）」の作成

術の開発 慮し、工法や対策延長を適切に選 ・「樋門・樋管構造物周辺堤防の空洞対策

定する手順について検討する。 選定マニュアル（素案）」の作成

・シート工法や短繊維混合土被覆工 ・堤体特性、流水条件と各種対策工法に

法の耐侵食機能向上対策としての よる耐侵食機能改善効果の評価

課題を整理し、改善効果を実験等

で検証する。

３．大地震に備えるための道路・河川施設の耐震技術

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○既設道路橋の耐 ・耐震水準に即した段階的補強工法 ・実験結果をもとに、耐震水準に即した

震診断・補強技 として、橋脚の部分補強から橋脚 橋脚のアップグレード工法の設計法の

術の開発 の全体補強へのアップグレード工 提案

法について実験的検証を行うとと ・長大橋に対する経済的な耐震補強工法

もに、長大橋に対する耐震補強工 の提案

法を整理しその補強効果について

解析的に検討する。

・平成１９年度に提案した既設基礎 ・点検と詳細な耐震性能評価手法による

の耐震性能評価手法案と試算結果 既設基礎の耐震補強の必要性、優先度

に基づき、簡便な形の耐震点検項 に関する判断フローの提案

目を作成する。

○山岳盛土の耐震 ・山岳道路盛土の大規模な流動破壊 ・山岳道路盛土の耐震診断法の提案

診断・補強技術 を対象として、既往の震災事例の ・地震時変形予測手法の適用性の解明

の開発 分析および模型実験により山岳道

路盛土の耐震診断手法の検討を行

うとともに、山岳道路盛土の地震

時変形予測手法の適用性について

検討を行う。

○道路橋の震後被 ・提案する即効性の高い応急復旧工 ・地震により損傷したＲＣ橋脚の応急復

害早期検知・応 法について、RC 橋脚の実験・解 旧設計方法の提案

急復旧技術の開 析により断面特性及び損傷レベル

発 に応じた復旧工法の性能検証を行

う。



- 10 -

・巻立て工法により耐震補強された ・巻立て工法により耐震補強されたＲＣ

RC 橋脚の被災診断手法の開発の 橋脚の損傷程度に基づく被災診断方法

ために、その破壊の進展と耐力特 の提案

性を検討する。

○既設ダムの耐震 ・大地震によるコンクリートダム堤 ・コンクリートダムの分離ブロックの変

診断・補修・補 体の亀裂進展・分断後の堤体ブロ 位モードの解明とその再現手法の適用

強技術の開発 ックの動的挙動を模型実験により 性の評価

検討するとともに、数値解析によ

る再現を検討する。

・フィルダムの地震時沈下量挙動に ・フィルダム材料の動的変形・強度特性

ついて、フィルダム材料の動的物 と地震時沈下量評価方法の評価

性試験と数値解析により検討する。

○河川構造物の耐 ・耐震対策がなされた堤防の変形解 ・強震時の変形性能を考慮した堤防の耐

震診断・補強技 析手法および内部安定性の照査法 震補強設計法の提案

術の開発 を構築し、耐震対策工の試設計例

を作成する。

・断面形状が複雑な RC 柱に適用可 ・自立式特殊堤、樋門の変形を考慮した

能な耐震補強工法について、設計 耐震診断・耐震補強技術の提案

・施工にあたっての問題点を整理

するとともに、載荷試験の計画を

策定する。

４．豪雨・地震による土砂災害に対する危険度予測と被害軽減技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○豪雨に対する土 ・事前通行規制区間の解除・規制基 ・事前通行規制区間見直しのための調査

砂災害危険度の 準値緩和の基準のため、防災マッ マニュアル案の作成

予測技術の開発 プを活用した規制区間の調査手法

等を検討し、マニュアル案を作成

する。

・降雨と土砂災害の統計分析を行い、・降雨時の事前通行規制区間の設定・解

連続雨量法に変わる効果的な通行 除、規制基準値の設定・緩和等見直し

規制手法の検討を行うとともに、 の考え方の提案

災害事例を収集し、点検・維持管

理・対策上の注意点等の分析を行

う。

○地震に対する土 ･中越地震における再滑動地すべりを ・善光寺地震など既往の地震時再滑動地

砂災害危険度の 基に作成した危険度評価手法を第 すべりの地形･地質特性と機構解明

予測技術の開発 三紀層地すべりへ適用させるため、・中越地震を基にした地震時再滑動地す

既往の地震に伴う地すべりの再滑 べり危険度評価手法の他事例への適用

動機構を把握する。 の試行

・信濃川水系芋川流域の経年観測等 ・地震後の適正な砂防計画立案のための

に基づき、斜面崩壊地の地形特性 地震動を受けた流域における土砂動態

と地震動を受けた流域の土砂動態 の経年変化要因の解明、地震動の砂防

の経年変化要因、地震動の砂防施 施設への影響度評価手法の提案

設への影響度評価手法の検討を行

う。

○土砂災害時の被 ・地表面変位からすべり面を推定す ・地表面変位計測に基づくすべり面形状

害軽減技術の開 る手法の検証を行うとともに、推 の推定手法に関するマニュアルの作成、

発 定プログラムの改良を行う。 ならびに操作マニュアルを含むすべり

面推定プログラムの作成
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・斜面安定解析により応急対策工事 ・地すべり災害箇所の応急緊急工事支援

の効果を検証し、効率的・効果的 マニュアルの作成

な応急緊急計画立案手法を検討す

る。

５．寒冷地臨海部の高度利用に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○港内防風雪施設 ・これまでの被験者実験結果等を総 ・作業効率を考慮した防風雪施設整備効

の多面的効果評 合的に分析し、作業効率等を考慮 果評価手法の提案

価法の開発 した防風雪施設整備効果評価手法 ・上記評価手法を含めた「港内防風雪施

の構築を行う。また、既往施設の 設設計の手引き」（仮称）（案）の作成

データ収集と分析に基づき、防風

雪施設設計の手引きのとりまとめ

を行う。

○海氷による沿岸 ・海氷群底面の凹凸の影響がアイス ・アイスブーム等の構造物に作用する氷

構造物への作用 ブーム型海氷制御構造物への作用 力を求める際に必要な、抗力係数の実

力および摩耗量 力に及ぼす影響等に関して水理模 用的な設定法の提案

の推定法の提案 型実験と理論的検討を行う。また、・摩耗の実態把握、摩耗に影響を及ぼす

新たに、摩耗に関する現地での基 主な要因の推定と評価

礎調査及び海外文献調査を開始す

る。

○津波来襲時に海 ・種々の材料を用いた海氷衝撃力に ・衝撃性を伴う、材料と海氷の力学的相

氷がもたらす作 関する中規模実験を実施するとと 互作用（氷の破壊、材料の衝撃応答な

用力推定法の提 もに、数値計算法の開発に着手す ど）の基本メカニズムの解明

案 る。

○港内水域の水 ・港湾漁港水域の環境条件に応じた ・寒冷地における港湾漁港水域の整備・

質・底質改善と 整備・管理手法案の現地試験施工 管理手法案の作成および現地への試行

生物生息場機能 および周辺環境調査を行い、マニ 的導入

向上手法の提案 ュアル策定に向けた適用限界等の

諸条件の把握を行う。

○港湾機能保全に ・音響カメラ、超音波センサーの現 ・水中部非破壊点検・計測手法の提案の

資する水中構造 場適合性試験を行い、基本性能要 ためのデータ取得及び課題整理

物点検技術の開 件を整理する。また、データ解析

発および診断手 システムを含めた全体システムの

法の提案 検討を行う。

６．大規模岩盤斜面崩壊等に対応する道路防災水準向上に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○北海道の地域地 ・過年度に構築した道路斜面の管理 ・広域点検手法である点検写真等による

質特性に基づく 点検手法等の高度化のため、新し 斜面変状抽出手法の構築

岩盤斜面調査・ い斜面点検・監視手法について検 ・微小電位計測等による斜面監視手法の

点検・評価技術 討する。 構築

および災害発生

時の緊急評価技

術の開発

○道路防災工の合 ・RC 構造物（緩衝工を有する形式 ・緩衝工を有するＲＣ構造物の落石衝撃

理的設計法の開 を含む）に関する各種実験や数値 挙動の解明

発および既設道 解析的検証を進めるとともに、道

路防災工の合理 路防災工の性能照査型設計法の確

的な補修補強工 立に向け、終局耐力の評価手法や
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法の開発 各種限界状態の設定に関する検討

を行う。

・新形式落石防護擁壁の数値解析的 ・新形式落石防護擁壁の設計手法案の提

検証を実施する。 案

７．冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○冬期路面管理の ・路面凍結予測における道路テレメ ・冬期路面管理支援の適用の拡大

適正化に資する ータデータの適用可能性の検証、 ・GIS を活用した道路管理者へのすべり

技術の開発 すべり抵抗値による冬期路面評価 抵抗値の情報提供の試行

の実道試験の拡大（山間部等）と ・すべり抵抗値等と冬期交通特性データ

手法の評価、すべり抵抗値等と冬 を用いた冬期道路の性能評価の試行

期交通特性データ収集及び相関把

握を行う。

・雪氷処理状況をリアルタイムに把 ・効率的な雪氷処理作業支援の適用の試

握するシステムの検証及び雪氷処 行

理作業を効率的にマネジメントす

る手法の検討を行う。

○凍結防止剤散布 ・塩化物以外の新たな散布材の散布 ・新たな凍結防止剤等の散布手法の提案

量等の低減に関 効果と散布手法の評価、薄氷処理 ・凍結防止剤散布の減量化のための薄氷

する技術の開発 装置の試作と性能試験、凍結防止 処理技術の基本性能要件の検討・提案

剤の環境負荷に関する調査を行う。

○科学的交通事故 ・交通事故分析システムの分析機能 ・対策検討項目提示機能を追加した交通

分析と積雪寒冷 の高度化、事故多発地点等の現地 事故分析システムの開発

な地域特性に合 診断、ランブルストリップスの多 ・現地診断を踏まえた交通事故対策の検

致した交通事故 様化等の交通事故対策の提案を行 討・提案

対策の開発 う。 ・コンクリート舗装区間や路側への適用

等ランブルストリップスの多様化等の

提案

○吹雪対策施設の ・「道路吹雪対策マニュアル」の改訂 ・防雪柵の防雪効果の定量的解明

効率的整備なら に向け、実物大フィールド実験に ・道路防雪林の生長段階に応じた防雪効

びに道路防雪林 よる評価解析を行うとともに、道 果と課題の整理

の効率的な育成 路防雪林の育成管理調査を実施す ・道路吹雪対策全般に関する現状の課題

管理に関する技 る。 整理

術開発

○吹雪視程障害対 ・道路交通における吹雪視程計測手 ・道路交通における吹雪時の視程に影響

策の高度化に資 法について調査を行うとともに、 を与える要因の解明

する技術の開発 吹雪視程障害の指標化を検討する。・冬期道路における視程などの走行環境

および冬期道路の走行環境の調査 と走行速度との関係の解明

を行う。

８．生活における環境リスクを軽減するための技術

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○医薬品等の測定 ・底質、汚泥等、固形物中の医薬品 ・底質、汚泥等、固形物中の医薬品分析

手法の開発、存 分析手法を検討する。また、河川 手法開発

在実態の解明 及び下水道において底質、汚泥も ・固形物中含有量を含めた河川、下水道

含めた実態把握調査を行う。さら における医薬品実態解明

に、医薬品のバイオアッセイ結果 ・水環境中医薬品の生態系に対するリス

と水環境中濃度の比較により、リ ク評価

スク評価手法を検討する。
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○医薬品等の水環 ・分子生物学的手法を活用したノロ ・ノロウイルス感染能力推定手法の提案

境および下水処 ウイルス活性推定手法の開発を行 および代替指標ウイルスの適用性の評

理過程での挙動 う。また、下水処理過程における 価

解明 医薬品の除去効率向上手法を検討 ・下水処理過程における医薬品の除去向

する。 上手法の開発

○地盤汚染簡易分 ・特定有害物質の土壌への吸着特性 ・特定有害物質の土壌吸着特性の把握

析法開発、低コ の検討、ダイオキシン類汚染土に ・科学的自然減衰によるダイオキシン類

スト地盤汚染対 ついて微生物浄化ならびに袋詰脱 濃度低下技術の提案

策技術の開発 水処理工法を適用した低コスト処 ・ストックヤードにおける簡易分析法利

理技術の検討を行うとともにスト 用マニュアル（案）の適用性評価

ックヤードにおける簡易分析法利

用マニュアル（案）を実際にスト

ックヤードに適用し、その適用性

を確認する。

○自然由来重金属 ・重金属を含む岩石試料の室内溶出 ・重金属に関して岩質・溶出試験条件・

の汚染リスク簡 試験や雨水曝露試験等の結果およ 溶出特性の関連性の把握

易判定技術の開 び既往試験事例から、岩質・溶出 ・土壌汚染対策工法における植物浄化工

発 条件・溶出特性の中間整理を行う。 法の利用方法の提案

また、携帯型蛍光Ｘ線分析装置を

使った試料採取方法の検討を行う。

さらに試験盛土を施工し、盛土内

環境測定および溶出成分分析を行

うとともに、還元環境の溶出試験

法の開発に着手する。

９．効率的な道路基盤整備のための設計法の高度化に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○道路橋の部分係 ･平成１９年度までに実施した部分係 ･鋼桁橋･コンクリート桁橋･直接基礎･杭

数設計法の提案 数設計法の定式化、材料･部材に関 基礎を対象とした部分係数の提案

するデータ収集と部分係数の検討 ･耐震設計を含めた部分係数設計法の提

等を踏まえて、試設計による妥当 案、道路橋示方書の改訂原案の作成･評

性検討、影響分析を行い、部分係 価

数設計法の試案を作成する。

○舗装の信頼性に ･舗装の理論設計法におけるアスファ ･アスファルト舗装材料の物理定数の扱い

基づく理論設計 ルト混合物等の材料のばらつきの 方に関する提案

法、性能評価技 扱い方の検討、ならびにコンクリ ･コンクリート舗装の構造の合理化に関す

術の提案 ート舗装の構造の合理化に関する る提案

検討を行う。また、疲労破壊輪数 ･疲労破壊輪数の評価方法の改良

の評価方法に関して精度向上のた ･改質アスファルトの新しい評価試験方法

めの検討を行うとともに、改質ア の提案

スファルトの新しい品質規格作成

のためのデータ収集を行う。

１０．道路構造物の維持管理技術の高度化に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○土構造物の排水 ・実大浸透実験で地中排水材料によ ・主要な排水材料の盛土中の配置と排水

施設の設計法の る対策効果の評価、盛土安定性等 能力の関連性の把握、設計法（案）の

開発 の検証を行うとともに、設計法を 作成

検討する。

○土構造物の排水 ・各種の道路のり面の非破壊探査技 ・各種のり面非破壊探査技術の適用性、



- 14 -

性能調査技術の 術の適用性・課題を整理し、調査 精度の評価

開発 方法を検討する。

○橋梁の診断・健 ・致命的損傷につながる部材(FCM) ・橋梁全体系の安全性の観点からみた

全度評価技術の の考え方の現状、研究動向につい FCMの概念の明確化

開発 て調査、検討を行う。

○土構造物、橋梁 ・機能回復の目標値の明確化を行う ・排水材の性能について、各メーカーの

の補修・補強技 為に、設置箇所に応じた排水材料 品質表示と盛土の安定性から定まる要

術の開発 の性能指標の抽出を行う。 求性能について整理し、排水機能回復

の設計を行う場合の性能指標(案)を提

案

・実構造物調査に引き続き、被覆補 ・塩害補修暴露供試体の調査により得ら

修された暴露供試体の調査を行い、 れる各種の表面被覆材の塩害抑制効果

塩害およびアルカリ骨材反応 や耐久性の評価

（ASR）に対する表面被覆材の補

修効果や耐久性を明らかにする。

・塗替えコストを削減した新規塗料 ・塗替えコストを縮減した新規塗料の耐

の耐久性試験の継続および施工性 久性試験データの取得および防食性・

試験を行う。 耐候性の評価

・鋼橋防食工に対する補修方法の耐 ・鋼橋防食工に対する補修方法の耐久性

久性試験および物性試験を行う。 の評価

・鋼床版各部ごとの補修補強法に関 ・鋼床版の疲労損傷の箇所および状況に

する実験的検証を継続し、それら 応じた補修補強法および選定手法の提

の結果をとりまとめる。 案

○舗装、トンネル ・実道において路面性状と構造的健 ・路面性状と舗装の構造的健全度の関係

のマネジメント 全度の調査を実施する。 の解明

技術の開発 ・舗装の構造的健全度の観点を反映した

路面性状の管理目標の設定手法の提案

・試験施工により、クラックシール ・維持的工法の効果の持続性の把握

材の耐久性確認試験を実施すると

ともに、維持的工法を試行した実

道での追跡調査を実施する。

・実道において排水性舗装特有の破 ・排水性舗装の路面破損に関するモニタ

損状況の調査を実施する。 リング手法および定量化手法の提案

１１．土木施設の寒地耐久性に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○泥炭性軟弱地盤 ・室内試験および現場計測の分析を ・泥炭性軟弱地盤の長期沈下予測手法の

対策工の合理 踏まえ、さらに、有限要素法を用 提案

的・経済的設計 いた解析と実挙動の比較を行い、

法の策定 泥炭性軟弱地盤の長期沈下予測手

法の精度向上を図る。

・浅層混合処理工法や真空圧密工法 ・各種新技術・新工法を活用した泥炭性

などの新技術・新工法による試験 軟弱地盤対策工の合理的な設計法・施

施工結果を踏まえ、泥炭性軟弱地 工管理手法の提案

盤の改良効果の評価と設計・施工

管理上の留意事項の検討を行う。

○土木施設の凍害 ・実構造物の超音波測定値等と室内 ・実構造物の超音波測定値等と室内促進

等による劣化を 促進試験および材料物性の相関分 試験および材料物性との関係の評価

防ぐ工法の開発 析を行う。また、凍害等の劣化を

受けたコンクリート部材の力学的
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性能の検討を行う。

・アラミドメッシュ併用工法に続け ・高靱性（軽量）コンクリートについて、

て、高靱性（軽量）コンクリート 構造部材の耐力向上効果や適切な施工

について構造部材実験等を行う。 法の把握

また、実施工を想定した施工試験

を行う。

・粒度や組成を改良したセメントに ・改良セメントについて、二次製品の耐

ついて、二次製品（工場製品）等 久性等の向上効果及び現場への適用効

への適用に関する室内試験及び現 果の把握

場試験施工による耐久性の検討を

行う。

・表面含浸工と含浸性防錆材につい ・表面含浸工等について、室内促進試験

て複合劣化抑制効果に関する室内 によりコンクリートの劣化度と工法の

試験等を行う。 適用効果の関係の把握

○積雪寒冷特性を ・凍害等の影響を受けたＲＣ床版に ・凍害等の影響を受けたＲＣ床版の疲労

考慮し土木施設 関する疲労載荷試験や疲労劣化挙 余寿命予測手法案の提案

の耐荷力を向上 動の解析を引き続き行う。さらに、・補修補強を施した既設床版の疲労耐久

させる技術の開 補修補強を施した既設床版に関す 性向上に関する実験的確認

発および積雪寒 る疲労載荷試験を実施し、耐久性

冷地での劣化特 向上に関する検討を行う。

性を考慮した土 ・極低温下における温度依存性等を ・極低温下におけるゴム製免震支承を用

木施設のマネジ 踏まえ、ゴム製免震支承を用いた いた橋梁の設計法の素案の提案

メント手法の開 橋梁の試設計を行う。

発 ・鋼厚板部材溶接部を対象に低温脆 ・鋼厚板部材溶接部の低温脆性に対する

性試験等を新たに実施し、極低温 性能の実験的確認

領域での適用性に関する検討を行

う。

・高耐久性舗装材料および新工法の ・高耐久性舗装材料と新工法の適用条件

適用条件提案にむけた寒地耐久性 を提案

能評価を室内試験と現地調査によ

り実施する。

・寒冷地条件における舗装体の弾性 ・寒冷地舗装設計条件の把握

係数、および寿命予測手法を室内

試験と現地調査により検討する。

・積雪寒冷地における土木施設マネ ・土木施設マネジメントプロトタイプシ

ジメントプロトタイプシステムの ステムの現地適用性の把握

試験運用を引き続き行い、現地適

用性の検証を行う。

・予防的修繕工法の現地適用性の検 ・予防的修繕工法の現地適用条件の把握

証を行う。

・積雪寒冷地特有の劣化を考慮した ・積雪寒冷地に適した舗装劣化予測手法

健全度評価、劣化予測手法及び補 の提案

修・補強シナリオの提案に向けた ・一部橋梁部材について劣化予測手法の

検討を行う。 改善案の提案

１２．循環型社会形成のためのリサイクル建設技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○改質剤による劣 ・引き続き、アスファルト舗装発生 ・アスファルト舗装発生材の新しい品質

化アスファルト 材ならびに再生用添加剤の品質評 基準の提案

の再生利用技術 価方法、再生合材の新しい配合設 ・再生用添加剤の新しい品質評価方法の
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の開発、排水性 計方法の検討を行うとともに、排 提案

舗装発生材再利 水性舗装再生利用の試験舗装結果 ・排水性舗装再生利用の試験舗装の耐久

用法の開発 のまとめを行う。 性評価

○他産業再生資材 ・溶融スラグ等の再生資材を舗装材 ・溶融スラグ等の舗装への適用性評価手

の舗装等への適 料として利用するにあたっての、 法の提案、利用ガイドラインの作成

用性評価技術の ライフサイクルコスト、耐久性、

開発 環境安全性ならびに環境負荷等を

新たな指標とする適用性評価手法

を検討するとともに、これらの資

材の利用ガイドラインの作成に向

けてとりまとめる。

○公共事業由来バ ・バイオマスイベントリーシステム ・バイオマスインベントリーシステムの

イオマスの資源 を検討する。また、リサイクル資 開発

化技術の開発 材由来微量有害物質試験方法およ ・エネルギー変換技術の開発

び大量炭化技術に関する開発実験 ・バイオガスエンジンの開発

を行う。 ・微量有害物質試験方法の開発

１３．水生生態系の保全・再生技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○新しい水生生物 ・景観ごとの物理要因（河床勾配・ ・河川物理要因からの水生生物量等の推

調査手法の確立 河床の安定度・河床材間隙率の評 定方法の提案

価・冠水頻度）を定量化し、水生

昆虫量を推定する調査手法を検討

する。

・平成１９年度に開発した小型魚類 ・アユ自動追跡システムの提案

（アユ）行動自動追跡システムの ・アユ行動シミュレーションモデルの提

実用性を実河川で検証する。また、 案

物理環境からアユの行動を予測す

るシミュレーションモデルの開発

を行う。

○河川地形の生態 ・瀬淵等を類型景観単位に区分し、 ・瀬淵等河川地形単位の類型化および類

的機能の解明 これらに生息する底生生物と有機 型景観単位の有機物収支の概算値の算

物収支の関係や、瀬淵等が持つ物 出

理環境特性が魚類に提供する生態 ・瀬淵がアユに提供する生態的機能の評

的機能について明らかにする。 価

・河川流域の人的利用の観点から氾 ・社会活動の変化に伴う、氾濫原植物変

濫原植物の変遷について検討を行 化についての定量的な解明

う。

・魚類の生息に適した護岸タイプの ・多自然川づくりのマニュアル(案)作成

検討を行うとともに、水際域保全 ・新たな自然河岸処理手法の提案

のための留意点を整理する。

・魚類等の摂食圧に関するデータを ・流量、河床の状態、底生動物、魚類等

取得するとともに、付着藻類を餌 の摂食圧の関係解明

とする生物の物理環境生息場、摂 ・生物の摂食を加味した付着藻類現存量

食圧を組み込み構築したモデルの 推定モデルの改良

改良を行う。

○流域における物 ・発生源（生活系、事業系、畜産系、 ・栄養塩類の発生源からの発生状況、流

質動態特性の解 面源）の割合が異なる複数の流域 域における堆積・浄化機構、水域への

明と流出モデル について流出特性を調査し、各発 流達機構の解明

の開発 生源からの汚濁負荷の晴天時流達
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率を定量的に評価する。

・必須元素である鉄・シリカの溶存 ・都市雨水・排水由来の必須元素の負荷

態について、都市流域における挙 量の解明、河川への影響把握と対策の

動調査を行う。 可能性の検討

・流域スケールでの水・物質（窒素 ・流域水・物質循環モデルについて、窒

・リン）循環モデルについて、実 素・リンの面から見た再現性能の確認

流域において検証を行う。 と課題抽出

○河川における物 ・全国的な傾向を解明するために本 ・物質動態と河床勾配などの物理環境と

質動態と生物・ 年から河川水辺の国勢調査のデー 水生昆虫の多様性に与える全国的傾向

生態系との関係 タを分析し、水質・河床勾配・河 の解明

性の解明 床材料などの物理環境と生息する ・主要な水生昆虫が生息可能な物質動態

水生昆虫について検討を行う。 環境、物理環境範囲の解明

・実河川における水生生物と有機物 ・起源別栄養塩の栄養塩動態の把握なら

および餌資源の動態について安定 びに河川内栄養塩動態のモデル化の提

同位体比等を用いた検討を行う。 案

・ダム下流域における生態系劣化状 ・ダム下流域河川生態系劣化実態の評価

況の実態把握、底質粗粒化に関す ・底生動物を用いた底質粗粒化指標生物

る指標生物等の抽出、これらに関 の抽出

する仮説を実験河川で検証する。 ・土砂還元手法に関する仮説の設定およ

び検証

○湖沼の植物群落 ・沈水植物の埋土種子発芽･萌芽特性 ・沈水植物の発芽・萌芽特性の解明

再生による環境 を実験的に解明するとともに、過 ・埋土種子の効果的な発芽方法の解明

改善技術の開発 去の分布状況から、生育限界の推

定を行う。

・沈水植物生育可能範囲を推定する ・沈水植物群落の生育適地範囲の推定方

ため、風波による湖底攪乱と光限 法の提案

界水深を指標としたモデルを開発

する。

・湖沼の水位変動の環境評価を実施 ・湖沼水位変動の評価手法の提案

するための指標を提案する。

１４．自然環境を保全するダム技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○新形式のダムの ・底部に大規模な空洞を有するダム ・底部に大規模な空洞を有するコンクリ

設計技術の開発 の堤体形式、構造を考慮した可能 ートダムの横継目構造を考慮した堤体

な空洞規模についての２次元・３ 形式、洪水調節時の土砂動態を考慮し

次元の数値解析的検討、洪水調節 たゲート及び減勢工の提案

に伴う土砂動態を考慮したゲート

及び減勢工についての検討を行う。

それとともに、平成２１年度以降

の研究開発の方向性について検討

する。

・河床砂礫等のセメント固化体（以 ・河床砂礫等のセメント固化体（CSG）
下、CSG）の長期材齢供試体の繰 の繰り返し載荷および長期載荷時に与

り返し載荷および拘束条件下での える影響因子の解明と材料のばらつき

長期載荷時の強度に関する実験的 特性が堤体発生応力に与える影響の評

検討および CSG の材料特性のば 価

らつきを考慮した堤体応力に関す

る数値解析を行う。

○骨材および岩盤 ・各種骨材品質と耐久性との関連に ・骨材品質と耐久性との関連の解明
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の調査試験法の ついて調査検討を行うとともに、 ・新たな骨材の耐久性評価試験法の提案

開発 骨材の新たな耐久性評価試験方法

の検討を行う。

・過去に実施された弱層の調査手法 ・弱層の調査手法の提案

を整理し、問題点や改良すべき点 ・密着せず、充填物を含まない節理面に

についてまとめるほか、粘土等の おける、試験体レベルでの弱層の強度

充填物を含む弱層について模型実 評価手法の提案

験を行い、せん断強度との関係を

整理する。

○貯水池および下 ・貯水池下流河川の土砂移動特性を ・急流河川における置土による土砂供給

流河川における ふまえた河床変動予測モデルを検 時の侵食予測方法の提案

土砂制御技術の 討するとともに、急流河川におけ

開発 る置き土による土砂供給時の侵食

予測方法について検討する。

１５．寒地河川をフィールドとする環境と共存する流域、河道設計技術の開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○蛇行復元等によ ・大型模型実験、および蛇行復元試 ・蛇行河道復元における旧川河道（蛇行

る河川環境の創 験地における現地調査と航空写真 部）への水分配手法の開発

出と維持の手法 測量を融雪出水後、夏季出水後に ・蛇行河道復元における本川合流部処置

開発 実施する。また、蛇行河道の変動 手法の開発

を予測しうるモデルの開発・検討 ・蛇行河道の河床変動機構の把握

を行う。 ・蛇行河道の河岸浸食にともなう河道変

遷機構の把握

○冷水性魚類の自 ・平成１９年度に引き続きサクラマ ・発眼率に強く影響を及ぼす浸透流量特

然再生産可能な ス産卵環境の検証を行うとともに、 性を検証

河道設計技術の 河川構造物がサクラマスを始めと ・堰堤等における落差による降下魚の落

開発 する冷水性魚類の降海、遡上環境 下衝撃と下流のプール水深との関係の

に与える影響を検証し、その対策 検証

工を検討する。 ・遡上環境を考慮し、魚道上流部の堆砂

抑制に効果的な魚道入口構造及び水制

工の提案

○結氷時の塩水遡 ・結氷時の塩水遡上の現地観測を実 ・結氷時の塩水遡上の現象の解明

上の現象解明お 施し、観測データの解析および検 ・現地を再現しうる塩水遡上の数値計算

よび塩水遡上抑 討から現象を把握する。また、現 モデルの構築

制手法の開発 象の比較のために開水時の塩水遡

上の現地観測も合わせて実施し検

討を行う。得られた知見を基に、

塩水遡上現象を再現しうる数値計

算モデルを構築する。

○大規模農地から ・ふん尿散布土壌の理化学性を分析 ・林地や湿地の水質浄化機能の解明

河川への環境負 し、草地酪農小流域における水質 ・農業流域における水質保全対策手法の

荷の抑制技術の 環境と水質保全対策工の機能を検 開発と機能評価

開発および維持 証し、緩衝林帯の維持管理手法を ・酪農専業地帯における緩衝林帯の維持

管理方法の提案 検討する。また、栄養塩類移動形 管理手法の検討

態の現地調査・検証を行い、さら ・環境に配慮した施肥手法の検討

に、これらの影響を受ける海域に

おいて、水質変動を精度良く再現

するためのパラメターの解析を行

う。



- 19 -

○河道形成機構の ・現地調査や水理模型実験によって ・流木の挙動および河道内構造物、河道

解明および河道 流木の挙動を把握し、河道内構造 への堆積メカニズム把握

形成に起因する 物、河道管理手法を検討する。ま ・河道地形特性と水害の特徴把握

流木災害防止手 た、河道形成機構等地形特性から

法の策定 洪水時における潜在的な水害の危

険性を把握する手法を検討する。

１６．共同型バイオガスプラントを核とした地域バイオマスの循環利用システムの開発

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○安全な消化液と ・引き続き計画に基づき研究を実施 ・真空搬送方式による原料スラリー管路

その長期連用の し、原料スラリーの管路真空搬送 搬送の特徴解明と搬送可能な原料スラ

効果・影響の解 方式による搬送の原料濃度・気温 リー性状範囲の解明

明と技術体系化 等に応じた効率性を把握するため ・曝気施設の運転・管理実績の違いによ

○各種副資材の効 季節別の現地試験を行う。また、 るスラリー性状改善効果への影響の解

率的発酵技術の 個別処理された曝気スラリーの性 明

開発 状等調査を行う。

○スラリ－・消化

液の物性把握と

効率的搬送技術

の開発

○好気処理による

肥培灌漑効果の

解明

○バイオガスの水 ・平成１９年度で完了 ・平成１９年度で完了

素化技術開発と

副生産物を混合

燃料化する場合

の特性解明

１７．積雪寒冷地における農業水利施設の送配水機能の改善と構造機能の保全に関する研究

中期目標期間中の 平成20年度の主な実施内容 平成20年度の主な成果（達成目標）

研究成果

○寒冷地水田潅漑 ・気候や土地利用の変化が用水需要 ・寒冷地水田潅漑施設の送配水機能の診

施設の送配水機 に与える影響の大きさを評価し、 断・改善技術の提案

能の診断・改善 水田潅漑施設に求められる送配水

技術の開発 機能と改善技術を検討する。

○大規模畑地潅漑 ・畑地潅漑施設における供用後の送 ・大規模畑地潅漑施設の機能評価と予防

施設の機能評価 配水機能低下や故障要因と対策を 保全技術の提案

と予防保全技術 要約するなど予防保全技術を検討

の開発 する。

○道内老朽化水利 ・開水路や頭首工などの劣化状況の ・積雪寒冷地でのコンクリート開水路の

施設の構造機能 精査や各種機能診断手法の適用性 劣化の特徴・メカニズムの解明

診断方法の提案 の比較を行う。

○老朽化したコン ・室内実験・試験施工により開水路 ・開水路・頭首工の各種補修工法の耐久

クリート開水路 及び頭首工の補修工法の適用性検 性の評価

および頭首工の 証を行う。

寒冷地型の補修

・改修技術の開

発

○特殊土壌地帯に ・泥炭性軟弱地盤における管水路挙 ・特殊土壌地帯における管水路の経済的
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おける管水路の 動について、現場観測や室内実験 設計技術の提案

経済的設計技術 のデータを解析し、ジオグリッド

の開発 による沈下・浮上対策の設計手法

をとりまとめる。

○寒冷地農業用水 ・他分野における予防保全による効 ・寒冷地農業水利施設の予防保全効果算

施設の補修・改 果算定手法を収集し、寒冷地農業 定手法の素案作成

修計画作成技術 水利施設への適用性を検討する。

の提案

○改修用水施設の ・改修用水施設における送配水状況 ・改修用水施設における送配水管理実態

施設操作性改善 を調査し、施設形態の変化が地域 の解明

方法の提案 の水利用に与える影響について分

析を行う。
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別表－２

２０年度に実施する戦略研究

２０年度に継続して実施する戦略研究

戦略研究課題名 平成20年度の実施内容

活断層周辺の地下構造調査手 活断層近傍の表層地盤がどの程度の範囲で、どの程度の変形を受け

法および地盤モデル作成手法 ているかを、S 波起震機、ランドストリーマーを用いた反射法地震探

に関する調査 査より効率的に評価する手法を実験的に検討する。さらに、その成果

を地質調査手法および地盤モデル作成手法のマニュアルとしてとりま

とめる。

油圧ショベルによる掘削作業 油圧ショベルをベースマシンとしたロボット建設機械により、ある

の自動制御技術に関する研究 程度自律した掘削・積込作業を実現するための制御技術を開発してお

り、今年度は地盤条件に対応する動作計画を自動生成し制御する技術

の開発を行う。

建設機械排出ガス性能の評価 これまでトラックの事例も参考に既存データ・文献等により検討を

に関する研究 進めており、引き続き最新動向を検討に反映する。また、（車検のな

い建設機械で）使用を開始した後の排出ガス性能の確認のための検査

方法については、実機により比較試験を実施し、その実現性を確認す

る。

河川ポンプ設備の信頼性と経 平成１９年度に実施した実機場データによるＦＭＥＡ（部品の故障

済性を考慮したマネジメント モードからボトムアップでシステムの信頼性を評価する手法）、ＦＴ

手法に関する調査 Ａ（故障木解析）の結果を基に、信頼性評価を重視した（信頼性評価

マニュアルを活用した）実用レベルのアセットマネジメント手法を提

案する。

ずい道建設における機械掘削 自由断面掘削機による掘削時に発生する粉じんの濃度・粒径分布等

時の粉じん対策技術の開発 について模擬岩盤によりる対策効果の検証実験を行う。平成１９年度

に引き続き集塵機・ミスト等の効果を検証し、成果を機械掘削時の粉

じん対策マニュアルとしてとりまとめる。

アップグレードソイルを用い 強度・変形特性を向上させた改良土（アップグレードソイル）の活

た土構造物に関する研究 用方法について、利用部位に応じた要求性能、強度特性の検討を行い、

土構造物の構造・断面の合理化の検討を行う。

余剰有機物と都市排水の共同 発酵廃水・下水混合液の嫌気処理の基礎技術および嫌気処理水の高

処理技術に関する研究 度後処理の基礎技術について開発を継続して実施し、基本性能の評価

および技術的課題の抽出を行いとりまとめる。

液状化に対する新しい基礎 過年度に実施した各種新形式の基礎（杭頭ヒンジ基礎、杭基礎－矢

構造に関する研究 板の複合構造、直接基礎－改良地盤の複合構造）の遠心実験結果の分

析および数値解析に基づき、液状化地盤における上記の基礎構造の地

震時挙動を調べるとともに、合理的な耐震性能照査法について検討を

行う。

大規模地震の影響予測･被害 東海、南海、東南海地震等の大規模地震の予測地震動をもとに、こ

軽減技術に関する調査研究 れが橋梁に及ぼす影響特性の検討を行うとともに、橋梁の性能評価と

性能レベルの設定法の検討を行う。

在来魚種保全のための水系の 指標魚種の稚仔魚分布調査・物理環境調査・空間情報分析・遺伝情

環境整備手法の開発 報分析を引き続き行い、個体群の分布域や利用空間、再生産の状況を

推定するともに、稚仔魚と成魚がそれぞれ必要とする空間の位置関係

や、それらを取り巻く他の環境要素が在来魚種に与える影響を検討す

る。

都市水環境における水質評価 夏季調査を実施し、過年度調査結果と併せて、水質特性と季節ごと

手法に関する調査 の生態系の特性との関係を取りまとめる。また、生態系に対して影響

の大きな水質項目をコントロールする実験を実施し、水質－生態系関
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係の評価を行う。

低拘束圧条件下におけるロッ 実際のロックフィルダムのロック材料を用いた室内の静的安息角試

ク材料強度に関する研究 験、一面せん断試験、単純せん断試験等とともに、現場の原粒度を用

いた安息角試験を実施し、ロック材料の低拘束圧条件下での強度評価

試験方法の提案および拘束圧依存性を考慮したロック材料強度の評価

方法を提案する。

火山灰の浸透能低下と堆積厚 火山灰堆積斜面の侵食過程を模した室内人工降雨侵食実験を通じ

が土砂流出に与える影響に関 て、火山灰の堆積厚と土砂流出の関係を実験的に検討するとともに、

する研究 同実験結果に基づいた土砂流出計算を実施し、土砂流出が急激に増加

するような限界的な火山灰堆積厚を検討する。

豪雪時における雪崩危険度判 レーザー計測や即時気象情報を用いた雪崩危険度判定手法を検討す

定手法に関する研究 る。また、危険箇所点検・道路パトロールに関わるマニュアルと応急

対策事例集の作成、北海道特有な雪崩に対する方策の提案を行い、防

災知識と研究成果の普及を図るセミナーなど情報発信に努める。

山岳トンネルの耐震対策技術 平成１９年度に引き続いて実施する山岳トンネルの地震時挙動を模

に関する研究 擬した模型実験および数値解析の結果を踏まえ、山岳トンネルの地震

被害発生メカニズムを解明するとともに、耐震対策が必要となるトン

ネル条件及びそれらの耐震対策について検討する。

鋼床版の疲労設計法に関する 疲労損傷事例の報告されている鋼床版の主要部位について、構造諸

研究 元等が耐久性に与える影響に着目して平成１９年度実施したＦＥＭ解

析・疲労試験の結果をとりまとめ、現行構造の妥当性の検証および疲

労耐久性に配慮した構造の提案を行う。

鋼橋桁端部の腐食に対する補 模擬腐食を有する鋼桁端部の繰返し交番載荷試験により、断面欠損

強法に関する研究 が桁端部構造の耐荷力に及ぼす影響について検討する。また、当て板

補強した断面欠損部材の耐久性について実験的検討を行い、成果をま

とめる。

コスト縮減に資する道路橋下 橋台部ジョイントレス構造について、耐震設計法、標準構造、施工

部構造の合理化に関する研究 上の留意点等について検討し、設計施工ガイドライン(案)を作成する。

損傷を受けた基礎の対策工に フーチング供試体のアルカリ骨材反応に関する暴露試験を継続し、

関する研究 損傷の発生環境と損傷パターンの分析を行うとともに、損傷が耐力低

下に及ぼす影響について検討を行う。

世界水アセスメントに関する 平成１９年度までに提案した洪水リスク指標のをいくつかを用いて

研究 世界洪水リスク地図を作成し、過去の洪水被害発生状況と比較し、そ

の有効性を検討する。

新しいセンサ技術を活用した 超音波センサ等を用いた新しい流量観測技術について、現地適用試

流量観測データの信頼性向上 験のデータ収集を継続し、その適用性と精度の評価を行い、実河川に

に関する研究 おける運用ガイドライン案を作成する。

レーダ雨量計情報を活用した レーダ雨量計を用いた降雨の時空間分布特性と洪水との関係解析事

洪水危険度評価技術に関する 例の蓄積を行い、大河川上流域や中小河川等における洪水危険度評価

研究 手法を提案する。

２０年度に新規に実施する戦略研究

戦略研究課題名 平成20年度の実施内容

構造物基礎の新耐震設計体 基礎の動的挙動を直接計算し、照査する新耐震設計法の基準化に向

系の開発 け、基礎の動的安定に関する限界状態、照査指標などの整理を行う。

また、地盤定数の設定法も含めた計算モデルのマニュアル化の作業を

行う。

制震機構を用いた橋梁の耐 制震デバイスとしてダンパーを用いた橋梁の地震時挙動と制震効果

震設計法に関する試験調査 について模型振動台実験により検討するとともに、ダンパーの性能検

証方法及び設計モデルについて検討を行う。

深層崩壊に起因する天然ダ 過去の深層崩壊事例について解析を行い、地形、地質情報に基づく
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ム等異常土砂災害対策に関 深層崩壊に起因する天然ダム形成危険個所の抽出手法の開発、及び天

する研究 然ダム決壊による被害範囲・規模を推定する数値計算手法の検討を行

う。

施工時荷重を考慮したセグ 収集した現場計測データをもとに、ジャッキ推力、裏込め注入圧な

メント設計に関する研究 どの施工時荷重がセグメントに与える影響について分析を行うととも

に、施工時荷重の定量的な評価方法の検討を行う。

既設トンネルの定量的な健 トンネルの点検・調査データを分析し、ひび割れの性状や打音検査

全度評価手法に関する研究 結果などと剥落の可能性、トンネル構造の安定性との関係について検

討を行い、健全度評価に有効と考えられる指標の抽出を行う。

古い年代の鋼部材の材料・ 古い年代の鋼部材の材料・強度特性について、静的強度試験、疲労

強度特性からみた状態評価 試験等の基礎的特性を把握する。また、疲労設計導入前の道路橋の主

技術に関する研究 な構造詳細について疲労照査を行い、疲労耐久性の検討を行う。

道路橋における目視困難な 既設道路橋の管理上の課題・ニーズを踏まえ、対象とする重要構造

重要構造部位を対象とした 部位の整理を行う。また、超音波などの既存技術を主体にそれらの対

点検技術に関する研究 象部位への非破壊検査技術の適用可能性の検討を行う。

改良地盤と一体となった複 各種地盤改良工法の設計施工技術の現状から、複合基礎の定義、適

合基礎の耐震性に関する研 用条件を整理するとともに、複合地盤の設計法（内的、外的安定）に

究 ついて、実験等により検討する。

深礎基礎等の部分係数設計 深礎基礎について、現行の設計法を整理するともに、安定照査に係

法に関する研究 わる部分係数の検討を行う。

流域一貫した土砂管理を行 現地観測及び水理模型実験によりダム湖内における流動特性および

う上で河川構造物が土砂輸 土砂挙動の把握を行う。また、現地観測により床止め等河川構造物に

送に与える影響とその対策 よる土砂の移動特性の変化の把握を行う。

河川堤防の越水破堤機構に 十勝川千代田実験水路を用いた越水破堤実験を行うための予備実験

関する研究 （測定項目、観測内容、方法等実験水路の特性を本実験前に把握する）

指導、および結果の検証等を行う。また、破堤形状等の計測手法等の

検討を行う。

寒冷水滞留域環境の再生、 北海道において寒冷水滞留域環境を形成する代表的な湖沼等（主と

保持に関する研究 して茨戸川等の旧川）において、水質負荷物質の予測シミュレーショ

ンモデルの内、流速や水位などの流れに関する 3 次元水理モデルの

開発を行う。

環境と調和した泥炭農地の 排水路の水位制御（堰上げ処理）の異なる農地で、土壌表層の土壌

保全技術に関する研究 水分環境をモニタリングし、地下水位制御による土壌水分環境の違い

が圃場における地耐力と牧草生産性におよぼす影響を検討する。

大規模畑作地帯での排水シ 畑作地帯における湛水被害の事例収集と類型化を行い、現況排水路

ステムの供用性に関する研 整備後の土地利用変化や降雨等特性・排水路通水断面の変化等の項目

究 と被害要因を分析する。また、排水路分流施設の機能検証を行う。

北海道における美しく快適 道路景観の評価について、印象評価法と定量評価法を組み合わせた

な沿道環境の創出に関する 手法を検討する。また、景観と機能が両立した道路付属施設の整備・

研究 管理手法の検討や影響の大きい法面や緑化の調査を行う。さらに、ツ

ーリング環境の評価や向上手法の検討を行う。
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別表－３

２０年度に実施する一般･萌芽的研究課題

１．先端技術､施工技術､構造物マネジメント技術分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①地盤材料物性の高精度計 表層地盤調査の最も基本的な調査方法の一つである土質ボーリン

測・試験法の研究 グから可能な限り有意義な地盤情報を抽出する手法として、土質コ

アの精密試料分析、記載情報の品質管理、物性情報の相関性の検討

及び孔内計測手法について研究する。

②ゲート設備の健全度と寿 平成１９年度に実施した理論整理検討と調査・暴露・実験データ

命評価に関する研究 を基に、腐食箇所と腐食発生量予測、腐食予防対策、腐食代の考え

方等を提案し、これを設計・維持管理に反映させるための最終的な

現場用マニュアルの提案までを行う。

③複合的地盤改良技術に関 軟弱地盤上の橋台、擁壁背面の盛土による側方流動対策として、

する研究 斜めコラム、芯材活用や地中連結等による新しい改良形式について、

遠心力場における模型実験やピットにおける半実大実験を行う。ま

た、有限要素法による数値計算で妥当性を検証し、力学特性や経済

効果について検討する。

④ＰＣ橋のグラウト充填の 既設ＰＣ橋に使用されているＰＣ鋼棒を対象として、グラウトの

確認方法に関する研究 充填度を確認する非破壊検査の精度を検証するとともに、未充填部

へのグラウトの再充填方法について検討を行う。

２．材料地盤技術分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①コンクリートの化学的モ これまでに開発した光ファイバ・センサをコンクリート部材に埋

ニタリング手法に関する研 設してモニタリング実験を行い、コンクリート劣化時におけるセン

究 サからの応答特性やセンサの耐久性を調査する。また、センサの敷

設方法、配置、接続方法など、コンクリート構造物の化学的モニタ

リングへの適用性について検討する。

②再生材の特性を活かした 溶融スラグ骨材を使用したコンクリートの用途開発のため、前年

利用技術の開発に関する研 度に表面を改質した溶融スラグ骨材を使用したコンクリートの性能

究 調査を行う。また、長期的な安全性を確認するため、過去五年間の

暴露試験結果を取りまとめるとともに、追加実験を実施する。

③水防技術の高度化に関す 水防団員の減少・高齢化等による水防体制の弱体化に対応するた

る研究 め、堤防強化対策工も兼用したタイプの水防技術の提案を行う。

④補強土壁の地震時変形量 実験結果に基づく補強土壁の地震時作用土圧の検討、および、地

予測法に関する研究 震時変形量予測法の検討を行い、大規模地震時に補強土壁の変形性

能を考慮した耐震設計法を提案する。

⑤地質調査の無人化技術に 遠隔操作によるボーリング調査機器を試作し現場適用実験を実施

関する調査 する。また、その成果を調査マニュアルとしてまとめる。

３．水環境分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①航空写真等を用いた過去 平成１９年度は、明治・大正・昭和初期の地図・空中写真等を用

の環境情報復元技術の開発 いて、過去の物理環境情報（河川及び氾濫原地形、出水時の流況等）

を復元する手法を開発した。平成２０年度は、物理環境情報を用い

た生物生息環境評価モデル及び水理計算を用いて、過去と現在の流

況（出水時・平水時）の違いが物理環境、生物群集の生息に与える

影響を評価する。

②微量金属を対象としたダ 富栄養化が問題となっているダムにおいて，流入する河川の脇に

ム湖富栄養化対策技術の開 実験装置を設置し、川からポンプで直接採水した水を用いて、微量
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発 金属を対象とした藻類の異常増殖を抑制する技術について現場実験

を行い、その効果を検討する。

③希少性淡水二枚貝の微生 水路での微生息環境と生息状況の関係に関する研究成果を多角的

息環境に関する研究 に整理し、対象種にとっての適正生息環境を維持するのに必要な流

路構造を提案する。また、河川堤防内のワンドでの二枚貝の生息環

境の現状を、洪水時の冠水頻度と樹林化に注目して評価し、現存す

る氾濫原環境の現状の整理と再生手法の提案のための検討を行う。

４．水工分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①ロックフィルダムのコア 大型供試体を用いた水圧破砕試験と引張強度試験を実施すること

幅の合理的設計方法に関す でコア材料の水圧破砕抵抗性評価方法を確立するとともに、コアの

る研究 水圧破砕進展解析を導入することにより水圧破砕範囲の評価精度を

向上させることにより、水圧破砕抵抗性評価に基づくコア幅の合理

的設計方法を提案する。

②天然凝集材による貯水池 濁水の長期化現象が見られる貯水池を対象に、水の濁りに関する

濁水長期化対策に関する研 数値シミュレーションを行い、天然凝集材アロフェンを用いて凝集

究 を促進する際の効果的な凝集域・沈殿域について検討を行う。

５．土砂管理分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①土石流・斜面崩壊発生予 平成１９年度までに実施した斜面変位の現地観測結果、および室

測における斜面変動に関す 内実験結果の再解析と斜面崩壊の数値実験の結果を比較検討・分析

る研究 を行い、山地斜面の降雨と斜面変動の関係、土層厚、土質、斜面勾

配など場の条件と斜面変動の関係など斜面変動特性を把握し、斜面

変動と崩壊発生の関係について明らかにする。その上で、斜面崩壊

の発生時刻予測手法および前兆現象等探知技術について検討を行う。

②地すべり発生時の現象の 地すべり災害の発見までに至る経過やその後の地すべり移動の進

進展に対応した道路管理技 展状況から、将来の地すべり移動の変化を考慮した危機管理対応型

術に関する研究 の道路管理手法について検討する。

③大規模雪崩の発生予測に 大規模雪崩頻発地区における遠隔操作カメラ、積雪断面観測等に

関する研究 よる多元的な常時観測及び映像分析等に基づく発生条件・動態実態

の把握、並びに既往大規模雪崩の発生事例の気象条件、斜面形状等

に対する詳細な分析により、発生要因・発生機構を抽出・解析する。

あわせて雪崩の発生及び規模を把握する検知センサを検討する。

６．道路技術分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①地方部軽交通道路の維持 道路の対症的維持管理の効率の向上に関する海外の成功事例につ

管理技術の高度化に関する いて調査し、情報公開・管理体制等の分野で、わが国の維持管理の

研究 現場に導入可能な技術・手法を提案する。

②道路路面雨水の地下浸透 車道における透水性舗装の実用化のために、試験舗装の追跡調査

技術実用化に関する研究 結果を分析し、構造設計法の見直し、維持管理手法と特殊箇所での

適用上の留意点について提案を行う。また、都市部において豪雨時

の雨水が路面から直接流出するのを抑制する効果について、現場で

の供用状況に基づき再検証する。

③土砂地山トンネルの支保 土砂地山トンネルを模擬した模型実験および数値解析を実施し、

構造に関する研究 各支保部材が支えることができるトンネル荷重を評価するとともに

土砂地山に適した支保部材の組み合わせについて検討を行う。

７．構造物メンテナンス分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①コンクリート床版の補強 既設ＲＣ床版の補強設計法を確立するため、疲労損傷過程に及ぼ

設計法に関する研究 す配筋の影響を輪荷重走行試験により明らかにする。また、補強材

とコンクリートの境界面における疲労耐久性について小型供試体を
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用いた実験的検討を行う。

②ひずみレベルに着目した 載荷試験データベースに基づく各種基礎形式ごとの地盤水平抵抗

地盤水平抵抗の評価に関す 特性の評価、および基礎形式・設計状況に応じた地盤水平抵抗の評

る調査 価方法の体系化に関する検討を行う。

③地盤と構造物の動的相互 地震動の入力損失についての影響評価及び新しい基礎地盤バネ・

作用を考慮した耐震設計法 減衰モデルの検討結果を踏まえ、地盤と構造物の動的相互作用を考

に関する基礎的研究 慮した耐震設計法として取りまとめを行う。

８．積雪寒冷地の基礎的土木技術分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①北海道における道路付属 安全でかつコストの縮減に資する、北海道の地域特性に合った道

物の性能評価型設計に関す 路付属物の開発を進めるため、新素材を用いた越波防止柵について、

る研究 試験施工箇所の追跡調査等を実施し、設計施工要領を提案する。

②凍結防止剤の鋼橋塗装へ 鋼橋塗装における部位毎の塗膜劣化と腐食因子の影響を考慮した

の影響に関する研究 劣化予測および早期劣化部位の対策手法の検討を行う。

③寒冷地における冬期土工 土質、固化材の種類、養生温度と発現強度の検討結果を踏まえ、

の品質向上技術に関する研 土質、施工温度、雪・凍結土混入割合の違いによる締固め効果、お

究 よび低温下における安定処理土の凍上抑制効果の検討を行う。また、

施工条件と盛土の品質の関係を検討するため、引き続き冬期土工の

データ収集を行う。

④凍結・凍上に対する岩盤 堆積岩および新たな岩種である火成岩の分布地域において、継続

路床の合理的評価手法に関 してモニタリングおよび室内試験を実施し、評価法を検討する。検

する研究 討結果をもとに、凍結・凍上に対する岩盤路床の簡便で合理的な評

価手法の精度向上と適応岩種の拡張を行う。

⑤低温下における建設施工 北海道内に潜在する自然エネルギー、バイオエネルギー及び副生

の環境負荷低減に関する検 水素などについての実態や利用技術情報を収集し、建設機械や土木

討 機械施設等へ適用する場合の低温下における課題を整理、分析した

うえで、適用モデル提案のための検討を行う。

９．寒冷地の水圏環境工学分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①融雪特性を有する物質・ 土砂の崩壊地からの土砂供給量及び浸食・堆積傾向の調査を行い、

流出機構の相互作用に関す 雨水の斜面流出および河道での土砂流出シミュレーションモデルの

る研究 開発を行う。また、ダム流域等において、積雪重量計等を用いて流

域内の保水可能量の調査を行い、融雪の基礎的なメカニズムの解明

を行う。

②係留小型船舶の動揺現象 引き続き GPS による係留小型船の動揺観測を行い、動揺の原因

解明に関する研究 や動揺の再現計算手法、動揺量から見た限界波高について検討する。

また、簡易な小型船の動揺低減手法の検討に向け、係留装置の現地

調査を行う。

③港内水域の生態系構造の 港湾・漁港周辺海域を水産動植物の生息空間として積極的に利用

解明 または保全するための手法の開発に資する基礎研究を、円滑な水産

生物の世代交代を考慮して引き続き行う。

１０．積雪寒冷地の道路分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①北海道らしい道路構造・ 北海道の地域、交通特性及び除雪作業を考慮した道路の構造と運

道路交通管理に関する研究 用を検討するため、現道の走行性に関するプローブカー調査、２＋

１車線など付加車線構造と冬期における路面状態の違いを考慮した

交通流シミュレーション、道路構造の特性を踏まえた除雪工法に関

する検討を行う。

②北海道における道路関連 平成１９年度の成果を踏まえ、道路構造の他、季節や気象条件に

情報の高度活用に関する研 合わせた道路の走りやすさについて、その指標化について提案する。

究 また、引き続き安全・快適な移動と観光支援となる具体的な情報提
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供システムを試行する。

③積雪寒冷地における舗装 今後発生量の増加が予想される複数回の再生舗装材および改質ア

の品質管理手法に関する研 スファルト舗装発生材等の積雪寒冷地における条件を考慮した再生

究 骨材の品質基準案の提案、および引き続き配合設計方法の検討を室

内試験により行う。また、現地調査により再生舗装混合物の供用性

能を評価する。

１１．寒冷地の農業基盤分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①特殊土壌における暗渠排 施工済みの疎水材（ホタテ貝殻、カラマツチップ、粗粒火山灰）

水の長期機能診断と維持に 型暗渠のデータ収集（施工年次、施工直後の排水特性等）を行い、

関する研究 長期供用後の排水特性調査結果と対照することで、機能変化の要因

を類型化する。

②火山灰の分布する畑作地 堆積土砂量・水質調査等により、供用後の土砂捕捉機能の検証や

帯における沈砂池の機能維 管理実態の把握を行い、これらを計画値と対照することで、流入土

持に関する研究 砂量と集水域の地形・土地利用特性等との関係を要約・再検討する。

１２．水災害・リスクマネジメント分野に関する研究

研究課題名 平成20年度の実施内容

①水災害データベースに関 洪水氾濫水深等を含むデータベースを試作し、洪水被害額算定手

する研究 法への活用の観点からその有効性を評価する。

②総合洪水解析システムを 信濃川水系刈谷田川での氾濫計算結果をもとに洪水被害額算定の

活用した洪水・氾濫リスク ケーススタディを行い、これをもとに、総合洪水解析システムを活

評価手法に関する研究 用した発展途上国での洪水リスク評価手法について検討する。
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別表－４ 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収 入 運営費交付金 ９，４９２

施設整備費補助金 ７３０

受託収入 ２，９１７

施設利用料等収入 ７６

計 １３，２１５

支 出 業務経費 ４，６１６

施設整備費 ７３０

受託経費 ２，８３２

人件費 ４，３８０

一般管理費 ６５８

計 １３，２１５

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

別表－５ 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 １２，６６５

経常費用 １２，６６５

研究業務費 ７，８５２

受託業務費 ２，８３２

一般管理費 １，８０１

減価償却費 １８０

収益の部 １２，６６５

運営費交付金収益 ９，４９２

施設利用料等収入 ７６

受託収入 ２，９１７

資産見返負債戻入 １８０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

別表－６ 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １３，２１５

業務活動による支出 １２，４８５

投資活動による支出 ７３０

資金収入 １３，２１５

業務活動による収入 １２，４８５

運営費交付金による収入 ９，４９２

施設利用料等収入 ７６

受託収入 ２，９１７

投資活動による収入 ７３０

施設費による収入 ７３０



- 29 -

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

別表－７ 施設整備・更新及び改修計画

予定額
内 容 財 源

(百万円)

１．新規整備・更新

１）水利施設の耐寒実験施設 30 独立行政法人土木研究所

２）河川生態実験設備整備 25 施設整備費補助金（一般会計）

新規整備・更新計 55

２．改修

１）三次元大型振動台設備改修 30 独立行政法人土木研究所

２）大型動的遠心力載荷試験装置改修 56 施設整備費補助金（一般会計）

３）盛土実験施設改修 21
４）平面水槽津波対応実験施設改修 48
５）模型地盤の載荷時画像計測設備改修 27
６）寒地土木研究所庁舎改修 250
７）ダム水理実験施設実験設備改修 78
８）部材耐震強度実験施設改修 128
９）構造力学実験施設(輪荷重走行試験機) 36

改修

改修計 675

合 計 730

（注）単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。




